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労働所得税のMCF一般型
村
鎌
田
苅
??
雄*
司
要約
任意の税率の限界的上昇に伴う厚生損失の変化分を税収の増加額で割った値を，公共資金の限界費用
(marginal cost of public funds : MCF)という。ここでは，労働所得税にかかる MCFを正確に導出し，
その一般型を定義する。まず第1節では，労働所得にかかる限界税率の上昇がもたらす MCFを，Browning 
(1987)に基づき定式化する。第2節では， Snow-Warren (1996)のモデルにおいて労働所得税の限界税
率の上昇が労働供給(余暇)を減ら(増や)し，これが消費者の厚生損失をもたらすことを示し，併せて，
MCFを求める。第3節では，一般型における労働所得税のMCFを導出した Maysher(1991)の分析が，
Wildasin (1984)の一般型であることを明らかにし，最後に今後の課題を示す。
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付録:補償労働供給の税引き後賃金率弾力性がである(2-5)式の導出
1 .はじめに
ここでは，労働所得にかかる限界税率の上昇がもたらす MCFの決定を Browning(1987)に基づ
き定式化する。部分均衡分析の利点を生かした Browning(1987)の図を用いて労働所得税のもたら
す総損失を示し，これをもとに労働所得税の MCFを導く。さらに，課税のファーストベストとセカ
ンドペストの条件を導出し，労働供給Lの限界税率 τについての弾力性εの値に応じて MCFが 1
よりも大きい場合と小さい場合に分けられることを示す。
いま，課税前賃金率をWとするとき，税引き後賃金率wはw=(1一τ)Wであり，この限界(労働
所得)税率τの上昇に対して労働供給が増える場合を考えよう o 図1において限界税率τの上昇前
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図1 補償労働供給曲線と総損失
と同じ効用水準を保つような線形労働供給曲線である補償労働供給曲線Sが右上がりの直線で描か
れるものとする。
また，完全競争を前提とすることから，労働市場において代表的個人の直面する課税前賃金率W
は彼の労働サービスの限界生産物価値に等しい。縦軸の労働所得税が課された初期値(1-.r)Wに
おいて，限界税率τの上昇Aτ(>0)に応じて労働供給LがL-ALに減少するとき，賃金所得の減
少額と労働所得税額の増加分はそれぞれ次のように示されるものとする。
労働所得の減少額=四角形becdの面積与AτWL
労働所得税額の増加分与AτWL一τWAL
従って，労働所得税のMCFは，労働所得税額の 1単位あたり増加分によってもたらされる労働所得
の減少額であることから，
MCF=AτWL/(A"WL一τWAL)= 1/{1一〔τ/(1-τ))ηc} (1-1) 
ここでがは，b点で測った補償労働供給Lの税引き後賃金率仰についての弾力性であり，それは，
dw王寺企τWを考慮して，次のように示される。
ηC三 (dL/dw)((1一τ)W/L)言(AL/AτW)((1一τ)W/L) 
= (AL/ムτ)((1-τ)/L) (1-2) 
そこで次に，代表的個人と政府の最適化行動から，課税のファーストペストとセカンドペストに
注意して， MCFが1より大きく(小さく)なるときの条件を導こう。
まず，代表的個人の効用Uが私的消費財(ニュメレール財)xと余暇hおよび公共財zに依存す
るとき，彼の効用関数は次のようになるo
u= u(x， h， z)
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なお，効用関数は狭義に準凹であり，それぞれの要素について U'>0， U"くOを満たすものとする。
そして，限界税率を τ，税込み賃金率を W，税引き賃金率をω(=(1一τ)W)，そして一括税をBと
する。この消費者の税引き後所得は WL-Bより，この可処分所得の全てを全て私的財の需要に充
てるとき，次の予算制約式が成立する。
x+ωh=l(== WT-B) (1-4) 
ここで最大可能余暇Tは所与とされ，それはL+hにつねに等しい。 1は仮想的所得 (virtual in-
come)と呼ばれる。この消費者は，公共財zと仮想的所得Iを所与として， (1-4)式の制約のもと
で(1-3)式の効用関数を極大化するxとhをそれぞれ選ぶものとする。そこでラグランジュ関数 f
を次のように定義する。なお， αはラグランジュ未定乗数である。
r = U(ぁ h，z)一α(x+ωh-l)
この効用極大化問題の 1階の条件 (F.O.C.)より次の関係を得る。
ar/ax=Ux一α=0 (1-5a) 
ar/ah=均一αW=O (1-5b) 
なお，効用関数Uの下付き添え字は，この変数で偏微分したことを示している。そしてこれに対応
する間接効用関数は，
V(W，ι1) =maxX，h{u(ゑ h，z) I x+wh=l} (1-6) 
(1-5a，b)の条件式と αが所得の限界効用に等しいことから，次式が成立するo
UX=Uh/W=α=VJ (1-7) 
一方，均衡財政を仮定する政府は，政策変数である限界税率τ，一括税Bおよび公共財zを決める
とき，公共財の単価を消費者数で割ったものを πとすると，消費者一人あたりの財政均衡式は，
τ同行L+B=πz (1-8) 
そこで政府は，均衡財政式を制約条件として(1-6)式の間接効用を極大化するとき，次のラグラン
ジュ関数を定義し， λをラグランジュ未定乗数とすると，
A = V (W， z， 1) +λ(τWL+B一π:z)
F.O.C.より次の関係を得る。
aA /aB=-vJ+λ=0 
aA/θτ= -vwW -VJ WT+λW(L+τ(aL/aτ)) =0 
aA /az=vz一πλ=0
(1-7)および(1-9b)式より，限界税率τの決定式として次式を得る。
Vw+αT=λ(L+τ(aL/δτ)) 
また， (1-9a， c)式より，次の公共財zの最適供給条件を得る。
Vz/VJ=π 
そして， (1-9a)および(ト7)式から，次の一括税Bの最適決定条件を得る。
λ/α=1 
(1-9a) 
(1-9b) 
(1-9c) 
(1-10) 
(1-11) 
(1-12) 
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これは，仮に τ=0としたとき，労働供給Lに影響を及ぽさない最善(ファーストペスト)の課税を
達成できることを示している。一方，一括税をB=Oと置き，労働所得にかかる限界税率τのみを用
いる次善(セカンドペスト)の課税の場合には，ロアの恒等式であるゐ=一αhを考慮して(1-10)
式を書き換えた
λ/α=L/(L+τ(aL/aτ)) =1/ (1 +ε) (1-13) 
が，Tを決定する最適条件となる。ここでεは労働供給Lの限界税率τについての弾力性であり，
次式で定義される。
ε== (aL/aτ) (τ/L) 
ここで，労働供給Lが限界税率τの上昇に対して減少(増大)する場合は， εくo(> 0)になること
から， (1-13)式において， λ/α>I(く1)となり，これはMCFが1よりも大きく(小さく)なるこ
とを意味している。
2. Snow-W arrenのMCF
ここではSnow-Warren (1996)に従い労働所得税の限界税率の上昇が労働供給の減少(余暇の増
加)をもたらし，これが効用水準の低下(厚生損失)を生じることを示し，併せてMCFを得ること
を目的とする。
代表的個人の効用関数uを(1-3)式と同様に
U=U(広 h，z) (2-1) 
とし，変数は前節と同じく，私的消費財(ニュメレール財)xと余眼hおよび公共財zとする。ま
た，最大可能余暇 T (一定)は余暇hと労働Lに分けられるものとする。ゆえに，
T=h+L (2-2) 
税引き前賃金率をW，労働供給をL，一人あたりの税収を R，労働所得にかかる限界税率をじ平
均税率を t(=R/防包)とするとき，免税額jは，
J=(τ-t)日'L (2-3) 
非労働所得Mは，資本が一定で減価償却のない経済では付加価値合計yから労働所得を除くことで
求められることから，
M=y-WL (2-4) 
ゆえに，仮想的所得Iは(2-3)および (2-4)式の合計と見なされることから，
/=M+J=yー(I-T)WL-R (2-5) 
これから，この代表的個人の予算制約式は，
/=x-wL=x+ω(h-T) (2-5') 
従ってこの個人は， (2-5')式の制約条件のもとで (2-1)式の効用極大化をはかることとなる。この
ときの F.O.C.より次式を得る。但し， αはラグランジュ未定乗数である。
UX=Uh/W=α(= VI) (2-6) 
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この場合のスルツキ一方程式は，
hw=h~+Lh/ 
Lw=L~+LL/ 
5 
(2-5a) 
(2-5b) 
そして， (2-5b)式を弾力性で表現したものが次式である。なお， (2-5a， b， c)式の導出は付録を参
照のこと。
η= l1c+wL/ 
一方，この効用極大化に関する間接効用関数は，
v (w， z， 1) =maXX，h{ u (ゑ九 z)I x+ω(h-T)=/} 
このときの効用水準ψをもたらす最小支出EはIに等しいことから，
E=E(w， z，ψ)=1 
間接効用関数Uは，
v (w， z， E (w， z，ψ)) =ψ 
と書き換えられる。これを却で偏微分すると，
ov(ω，ιE)/ow+ (ov(w， z， E)/d/)(dE/dw) =0 
(2-5c) 
(2-1') 
(2-7) 
(2-8) 
(2-9) 
となるo この効用極大化より，それぞれの最適値である x*=x(ω，ιψ)およびh*=h(帆 z，ψ)を
得ることから，u(x*， h*， z) =ψであり，これをωで偏微分すると， (2-6)式を考慮して，
ou/ow= (du/dx*) (ox*/ow) + (ou/dh・)(dh*/dw) 
=α(dx*/dw+wdh・/ow) (2-10) 
次に，支出関数E(w，z，ψ)をwで偏微分し， (2-10)式を考慮すると，
oE/ow= d{x(w，ιψ)+ω(h(w， z，ψ) -T)}/dw 
=dx・/dw+ωdh・/dw+h*-T 
= (ou/dw)/α+h・-T
ここで効用水準は u=ψ(一定)であることから，du/ow=Oよりシェパードの補題
dE/δω=h*-T (2-11) 
を得る。これを先の (2-9)式に代入すると，
h*-T=-vw/的 (2-12)
あるいは，ロアの恒等式として次式を得る。
vw=(T-h(w， z，/))v/ (2-12') 
そこで，限界税率τが余限(あるいは労働供給)に及ぽす効果を見るために，余暇の通常の需要
関数h=h(w，ι1)を限界税率τで微分し， (2-5a)式を考慮すると，
dh/d'τ=ん(-W) + hzdz / dτ 
=-Wj純一 WLh/+ hzdz/ dτ 
次に， (2-1')式の左辺を τで微分し， (2-12')式を用いると，
dz/dτ= WLvdvz+ (dv/dτ)/Vz 
(2-13) 
(2-14) 
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この式の右辺第1項のめ/らについて見てみよう o個人の予算制約式である (2-5')式の公共財zと
仮想的所得Iによる偏微分は，それぞれ，
ox/oz+ωoh/oz=O 
ox/oI +woh/oI=l 
であり， (2-6)式より
Uh/UX= W 
であることから，これらを考慮して
vdvz= ((UXOX/δ'z + uhoh/ oZ + Uz) 0/ UX) / ( UxOX/ oI + uhoh/ oI) 0/ UX)) 
= (ox/ oz + woh/ OZ + uz/ UX) / (ox/ oI + woh/ oI) 
= uz/ UI (2-15) 
ここで公共財の平均費用をρとすると zとIの直接効用関数および間接効用関数にお砂る限界効
用の比がPに等しいという最適化条件が従う o すなわち，
Vz/的=UZ/UI=ρ
そこで (2-14)式は，
dz/dτ=WL/ρ+ (dv/dτ)/vz 
となる。
次に，通常の労働供給関数と補償労働供給関数が等しいという恒等式
h(ω， z， 1) = h (w， z， v (w， z， 1)) 
より，この両辺をzで微分すると，
hz= hi+ vzh~= hi+ρhI 
ここで (2-16)式を考慮して， (2-17)および (2-18)式を (2-13)式に代入すると，
dh/dτ= -Wh~+ (dv/ dτ+日'Lv/)hi/ Vz + h~dv / dτ 
(2-16) 
(2-17) 
(2-18) 
(2-19) 
もし， hi=O，すなわち補償独立 (compensatedindependence)であると， (2-19)式は，
dh/dτ= -Wh~+h~ dv/dτ(2-19') 
になる。
さらに政府は先と同様に均衡財政を維持するとき，税収関数は R=tWLであることから， (2-3) 
式の免税額Jを考慮して，
τWL(τ)-J=ρz(τ) 
を得る。この式を限界税率τで微分すると，L=T-hであることから，
dz/dτ=W/ρ(L一τdh/dτ)
これを (2-13)式に代入すると，
dz/ d-r= -Wh~- Whf+ (W /ρ) hzCL--rdh/ dτ) 
これを整理して，dh/dτについて解けば，
dh/dτ=(一日仇品-WLhl + WLhz/ρ)/0+τWhz/ρ) 
6 
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ここで，もし，hz=O，すなわち通常の余暇需要と公共財とが通常独立 (ordinaryindependence) 
であれば， (2-22a)式は次式のように書き換えられる。
dh/dτ= -Wh~- WL~ (2-22a') 
(2-18)式を h/について解いた式であるん=(hz-hi)/ρを (2-22a)に代入すると次式を得る。
dh/ d7: = ( -Wh~ + WLhi/ρ)/(1 +τWhz/ρ(2-22b) 
ここでhi=O(補償独立)を想定すると，
dh/dτ=-Jtt古島/(1+τ日仇:/) (>0) (2-23) 
但し，右上がりの補償労働供給曲線のもとでは，税引き後賃金率ωが増えれば補償労働供給LCが増
加し (L~>O) ， 最大可能余暇Tが一定であれば，この逆に補償余暇需要は減少する(ぬく0) ，と仮定
している。
次に， (2-17)および (2-19)式に別々に示された公共財zと余暇hの両方に対する限界税率τの
効果を見るために， (2-21)式を (2-17)式に代入し， (2-16)式を考慮すると，
dv/dτ=一τWv/dh/dτ 
これを (2-19)式に代入し，dh/dτについて解くと，
dh/dτ= -Wh~+ (L-7:dh/ dτ) Wv/ hi/均一τWv/hgdh/dτ 
より，
dh/dτ= (-Wh~+ WLhi/ρ)/(1+τW (hi/ρ+ v/hg)) 
ここでhi=O(補償独立)およびぬくOを想定すると，
(2-34) 
dh/dτ=-uう協/(1+τWhgv/) (>0) (2-35) 
また，労働供給Lは余暇需要hの逆であるから，労働供給Lに対する限界税率τの効果は，この(2
:-35)式の符号を逆転させたものであることから，
dL/dτ= Wh~/(l +τWhgv/) (く0) (2-35') 
さて，限界税率の増加が(間接)効用に及ぽす効果を知るために， (2-35)式を (2-34)式の右辺
に代入すると，限界税率τの間接効用 Uに及ぽす効果は負であることが確認できる。すなわち，
dv/dτ= 7:Wv/ h~/ (1/ W +τhgv/) く0) (2-36) 
最後に，どのように (2-23)式がMCFに組み込まれるかを示しておこう o まず，dL/dτは， (2 
-23)式の両辺にマイナスを乗じたものであることから，
dL/dτ=-dh/dτ= Wh~/(1 +τWh/) (く0) (2-23') 
この両辺に τ/Lを乗じて，労働供給Lの限界税率τについての弾力性Cと定義しよう。すると，
(dL/dτ) (τ/L)= τWh~/(L+ τWL~)= c (く0) (2-37) 
これを前節の(1-13)式にあてはめると，
λ/α=l/(1+c) (2-38) 
であることから，cくOより， λ/α>1となる。このことを再度 (2-37)式で確認しておこう。まず，
MCF =1/0+ τWh~/(L+ τWL~)) 
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=(L+τWL/l{) /( (L+τWLhr) + τ日'h~) (2-39) 
ここで補償余暇需要関数 hCの限界税率 τ による微分，すなわち h~は負値であると想定しているこ
とから (2-39)式の分母第3項は負となり，その結果， MCFが1よりも大きいことが解る。
3. MaysherのMCF
ここではMaysher(1991)による労働所得税のMCFを導出し，それがWi1dasin(1984)の一般
型であることを明かにする。 Maysherのモデルには，これまで多くの論者が簡単化のために無視し
てきた労働市場における労働供給の変化がもたらす賃金率への影響や，労働供給の所得効果および
平均税率と限界税率の比率などといった要因が含まれているのがポイントである。なお，説明の簡
明さを優先し，他のモデルとの比較が容易に出来るよう変数を極力少なくしているが，式の導出は
理解しやすいように段階的に示している。
いま，代表的個人あるいは納税者が一人存在する経済を考え，彼の効用関数を
u=u(ぶ h，z) (3-1) 
とする。これまでと同様に，xは私的消費財，hは余暇，そしてzは公共財をそれぞれ表すものとす
る。
一方，一人あたりで表す私的財Yは，一人あたり労働供給Lと資本K(一定)および所与の生産
技術のもとで生産されることから，生産関数は
y=f(L， K) (3-2) 
であり，通常の生産関数の性質である正の限界生産力f'>Oと限界生産力逓減f"くOを満たすもの
とする。ゆえに，労働賃金率Wは彼の限界生産力に等しいという生産者の均衡条件によって，
W=fd三好/aL)>0， aw /aL=fuくo (3-3) 
となる。先と同様に労働所得以外の所得をMとすると，
M=y-WL (3-4) 
そこで，この代表的消費者は，賃金所得 WLに非労働所得Mを加えた総所得から，労働所得税の
納税額Rを差し引いた可処分所得を全て消費財の購入に充てるものとすると，
x=WL+M-R (3-5) 
労働所得税は労働所得 WLに対して課税されるものとすると，税収関数Rは，
R=R(WL) 
以上の想定において，この消費者(あるいは納税者)は， (3-1)式の効用を最大化するように自ら
の最大可能余暇Tを労働供給Lと余暇hに配分するとき，彼の解くべきラグランジュ関数rは，
r =: u(叫包+M-R(WL)，h， z)一λ(L+h-T) 
と定義され，次の F.O.C.が満たされなげればならない。但し，ar/aλ=0は省略している。
ar/θIL=ux{ W -[dR/d( WL)] W}一λ=0 (3-6a) 
ar/ah=均一λ=0 (3-6b) 
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労働所得税の限界税率を τとすると，
τ=dR/d(WL) 
であるので， (3-6a， b)式より，
(1-τ) WUX=Uh 
を得る。
ところで， (3-5)式において，M を所与(dM=O)とした変分式は，
dx= WdL-dR 
一方，Tを所与(dT=O)とした L+h=Tの変分式は，
dL+dh=O 
となることから， (3-1)式の効用の変分形は次のようになる。
du=ux( WdL-dR) +的 (-dL)+uzdz 
これに (3-8)式を代入して，
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(3-7) 
(3-8) 
(3-5') 
du= uxC (uz/ux) dz +τWdL-dR) (3-9) 
を得る。この式の右辺のぬは私的消費財の限界効用で正値をとることから，公共財の増加分dzのも
たらす限界便益 (MB: marginal benefit of spending reform) 
MB= (uz/ux)dz (3-10) 
が，それを賄うために必要な増税の限界費用 (MC: marginal cost of tax reform) 
MC=dR一τWdL (3-11) 
を上回るとき (MB-MC>O)，総効用の増加(du>O)が生じる。いま，公共財zを税収関数Rの増加
関数g(・)と考え，
z=g(R) g' >0， g"くO
とすると，dz =g' (R) dRとなる。これを (3-10)式に代入し， (3-10)および (3-11)式の両辺を
dR(>O)で除すると，du>Oをもたらす条件は，次の不等式が成立する場合である。
MBF =g' (R) (uz/ux) > 1一τW(dL/dR)三 MCF (3-12) 
ここでMBFは公共資金の限界便益 (marginalbenefit of public funds)を， MCFは公共資金の
限界費用 (marginalcost of public funds)をそれぞれ表している。
そこで， Maysherが限界税率と平均税率とを区別したことに鑑み，平均税率tを税収Rを労働所
得 WLで除した値として定義すると，
R=tWL 
この式の変分形は，
(3-13) 
dR=tWdL+tLdW+同包dt (3-13') 
そこで，労働市場における労働供給Lによる賃金率Wの感応度を見るために，労働供給Lの百分
比変化がもたらす賃金率Wの百分比変化として，賃金率の労働供給弾力性を次のように定義しよう。
γ=一(oW/oL) (L/ W) = -L fLL Iえ (>0) (3-14) 
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但し，右辺の導出に際し (3-3)式を考慮している。この yの定義式より，
LdW与一γWdL
と仮定すると， (3-13')式は，
dR= {1-y) tWdL+防'Ldt
に書き換えられ，これを不等式 (3-12)式の右辺に代入すると，
(3-13") 
MCF= 1--rdL/C {1一γ)tdL+ Ldt) (3-15) 
を得る。この MCFは労働供給の百分比変化(dL/L)に依存することから，労働供給Lに対して平均
税率tの変化等が無視できるならば， MCFは1に帰着することが解る。以下では，この労働供給の
変化率が，税率等によりどのような影響を受けるのかを見てみよう。
そこで，個人の予算制約式を伝統的な線形で表わすために，代表的個人の仮想的所得Iを次のよ
うに定義しよう o
I=M+a 
ここでaは税額控除(一定)である。従って，平均税率tは，
t = (τWL-a)/WL 
となり，この式より
a=(τ-1) WL 
(3-16) 
(3-16') 
を得る。 (3-4)式を (3-16)式に代入し， (3-16')及ぴ (3-13)式を考慮すると，仮想的所得Iは，
1 = (労働所得以外の所得)+ (免税額)
=(y-u包)+ (τ-t)砂包
=y一{1一τ)WL-R (3-17) 
労働供給Lは税引き後賃金率 w(={1一τ)W)と，仮想的所得Iによって決まると考えられるの
で，
L=L(ω" 1) 
としよう。そこで，労働供給Lの税引き後賃金率wについての弾力性 ηを
η三 (aL/aw)(ω/L) 
と表すと， (3-18)式の変分式は次式となる。但し，L1= aL/aIである。
dL=(η~/ω)dw+LI dI 
(3-18) 
(3-19) 
(3-20) 
ところで労働供給Lのωに関するスルツキ一分解を行い，補償労働供給の税引き後賃金率弾力性が
を導出すると，
ηC=1/-wL/ 
より，L1= (η一ηC)/wとなる。これを (3-20)式に代入すると次式を得る。
wdL= η~dw+(η一 ηC)dl
そしてωの定義を考慮して dwを求めると，
dw={1一τ)dW-Wdτ
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(3-21) 
(3-20') 
労働所得税のMCF一般型(村田・鎌苅)
これを考慮に入れると，
yη=一(aW/aw) (1一τ)与一(1一τ)dW /((1-1') dW -Wd1') 
すなわち，
l+yη与一 Wd1'/((1一τ)dW-Wd1') 
1 
(3-22) 
(3-22') 
を得る。ゆえに (3-20')式は次のように書き換えられる。但し， ω=(1一τ)Wを考慮する。
(1-1') WdL=一ηWLdτ/(1+γη)+ (η一ηC)dI 
これより次式を得る。
(1一τ)(1+m)dL= (1+m) (ηー が)(dI/ W)一ηLd1' (3-23) 
他方，仮想的所得Iの変分式は，その定義式である (3-17)式より， (3-3)， (3-13")， (3-14)式
をそれぞれ考慮して，非労働所得M を所与とすると，
dI =dyー (1一τ)WdL一(1一τ)LdW+ WLd1'-dR 
=τWdL-(1一τ)LdW+WLd1'一(1-1')tWdL一日'Ldt
=WL(dτ-dt) + WdL(τ+(1一τ)γ一(1一τ)t) 
この dIの式を (3-23)式に代入して整理すると，
dL/L={ ((η-ηC) _η/(1+yη)) d1'一(η一ηC)dt} 
/{1-1'ー (η一ηC)(γ+(1-y)(τ-t) ) } (3-24) 
一方， (3-22)および (3-22')式より， (3-14)式も考慮して，
1一(1/(1 + m)) = m/ (1 + m)王寺(1一τ)dW / Wd1'= -y (dL/ rJτ) ((1-1')/L) 
これを (3-24)式の右辺に代入すると，
dL/ L= (-m (1-τ) (dL/Lト ηCd1'一切ーが)dt)/ {1一τ一切ーが)(γ+(ト γ)(τ-t))} 
となり，これを dL/Lについて解いたものが次式である。
dL/ L= ( -llcd1'-(ηー が)dt)/{ (1一τ)(1+m)ー (η-llC)(γ+(1-γ) (τ-t) ) } (3-25) 
この式は， η，ηC，Yを与件としたとき，労働供給の変化率(dL/L)が，限界税率τと平均税率tの
変化によって説明されることを表している。この式を MCFの式である (3-15)式に代入すると，
MCFの一般形である次式が導出される。
MCF=l+(ηC(rJτ/ dt) + (η がー))/{((1一τ)/τ)(1 + mC) 
一(η一ηC)ー (1-y)ηC( t /τ) (dτ/ dt) } (3-26) 
この式は，労働市場における労働に対する賃金率弾力性γ，労働供給の税引き賃金率弾力性小補償
労働供給弾力性グ，労働供給の所得効果(η一ηC)，そして平均税率tと限界税率τの比率などが
MCFの値を決定することが示されている。
では，この Maysher(1991)のMCFをWildasIn(1984)のそれに帰着させ，前者が後者の一般
形であることを示すために， MCFに影響を及ぽす幾つかの要因を取り除いてゆこう oまず，労働市
場におげる労働供給の変化に対する賃金率への影響を無視しよう。この場合， γ=0となるので， (3 
-26)式は次式に整理される。
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MCF=l/{1一τ〔ηー が+が(dτ/dt) )/(1一τ+(τ-t) 7JC(dτ/ dt))} (3-27) 
さらに，限界税率τと平均税率tが等しい(a=O)と仮定すると，dτ=dtより， (3-27)式のMCFは，
MCF=l/(lーすη/(1一τ)) (3-28) 
となる。さらに，労働供給の所得効果を除くと， η=ηcとなることから， (3-28)式は(1-1)式で求
めた部分均衡分析のもとでのMCFに帰着し，
MCF=l/(l一切り(1一τ)) (3-29) 
となる。
4.おわりに
本稿では，公共支出増をもたらす労働所得税の税率改定に伴う税収増と，増税に伴う総費用の増
加を分析の基礎とする MCFの一般型を考察した。今後の展開としては，代表的個人を複数個人に拡
張し，また，不完全競争を折り込むことで，労働市場の振る舞いをよりリアルなものにすること，
複数租税の共時的税制改革を考えること，均衡財政から離れ，財政赤字のもとでの公債発行経済に
おける通時的税制改革を考察すること，外国部門を含むモデルに拡張すること等が考えられよう o
なお，このうちの幾つかについては，現在モデルを考えている。
付録:補償労働供給の税引き後賃金率弾力性がである (2-5)式の導出
代表的個人の効用極大化のために， λをラグランジュ未定乗数としたラグランジュ関数rを次
のように定義しよう o
r (x， h，λ)= u(ぉ九 z)一λ(x+(1一τ)W(h-T)-I) 
F.O.C.より，
ar/δ!X=UX一λ=0
ar/ah=均一λ(1一τ)W=O 
ar/θλ=ェ+(1一τ)W(h-T)-I=O 
(A-1a，b)式より，UX=Uh/( (1一τ)W)=λを得る。
(A-la) 
(A-1b) 
(A-1c) 
いま， (A-1c， a， b)式について，限界税率τの増加の効果を見るために(1--r)W でそれぞれ偏微
分すると，
ax/θ((1ー τ)W)+ (1ー τ)Wah/δ((1一τ)W) =L (A-2a) 
-aλ/a((1-τ) W)+uxxax/a((1--r) W)+uxhah/a((1--r) W)=O (A-2b) 
一((1一τ)W)aλ/a((l一τ)W) + UhXaX/a ( (1一τ)W) + Uhhah/a ( (1ー τ)W)=λ 
(A-2c) 
これら (A-2)式の行列表示は，
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。 1 ー τ)W 1 rδ[(1一aλτ) W] IL 
-1 ax Ux UXh I I a[(1一τ)W] 1= I 0 (A-3) 
一(1一τ)W ah |λ UhX Uhh I I δ[(1一τ)W] 
これにクラメールの公式を適用し，UhX= UXhおよび aL/a((1一τ)W) = -ah/ a ( 1一τ)W)を考慮
すると， (但し U三 UiUhh+ u~uxx一 2UXUhUXh( く 0))
δh/δ((1ー τ)W)=λ2UX/五一Lλ(UXUXh-UhUXX) /五
aL/δ((1一τ)W)=一λ2UX/五+Lλ(UXUXh-UhUXX) /長
次に，仮想的所得Iの増加がもたらす効果は，
dx/dI + (1一τ)Wdh/aI=1 
-dλ/dI +uxxdx/dI + uxhah/al =0
一((1一τ)W)δλ/ al + uhxdx/ al + Uhhah/ al = 0 
これら (A-5)式の行列表示は， (A-l)式を考慮して，
。 Ux 子1131 I 1 λ 
Ux 
λ Uxx ω1121=1 0 
Uh 
λ UhX 的h1 13| 
ゆえに，同様の手順により，
dh/δ1/=一λ(UXUXh-UhUxx) / u 
dL/dl=λ(UXUXh -UhUXX) / u 
I 0 
(A-4a) 
(A-4b) 
(A-5a) 
(A-5b) 
(A-5c) 
(A-6) 
(A-7a) 
(A-7b) 
ここで (A-4a)式の右辺第2項は (A-7a)式の右辺に，
に，それぞれ置き換えられるから，
(A-4b)式右辺第2項は (A-7b)式の右辺
ah/θ((1--r)W)=λ2ux/u+Lah/δ1/ (A-8a) 
aL/a( (1一τ)W)=一λ2UX/U+LaL/al (A-8b) 
これを余暇と労働供給のスルツキ一方程式という o (A-8a) 式の右辺第 1 項は補償余限需要 h~， 第
2 項はその所得効果 LizJ を，同様に (A-8b) 式の右辺第 1 項は補償労働供給 L~， 第 2 項はその所得
効果LLIをそれぞれ表している。これを書き換えたものが，本文の (2-5a，b)式である。そして後
者の (A-8b)式を弾力性の形に書きかえるために， (A-8b)式の両辺に((1一τ)W)/Lを乗じ，整
理すると，
(dL/a( (1一τ)W))(((1一τ)W)/ L) = (Uh/( (1一τ)W)) (ui/u) (((1ー τ)W)/ L) 
+L(δ~/al) ( (1一τ)W)/ L) (A-9) 
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この式の各項を，定義によりそれぞれηとがで置き換えると，
η=ηC+((1一τ)W) aL/aI (A-10) 
となり，1Jcについて解くと本文の (2-5c)式が求められる。なお，同様の方法で本文の (3-21)式
を得る。
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